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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

(1）連結経営指標等 

 （注）１．売上高には消費税等は含まれておりません。 

２．「従業員数」欄の［ ］内は、外書で臨時従業員数（平均雇用人員を１人１日８時間で換算し算出）を記載

しております。 

３．第11期及び第12期については、１株当たり当期純損失を計上しているため、潜在株式調整後１株当たり当期

純利益及び株価収益率は記載しておりません。 

４．第12期に連結子会社であった２社のうち、プラットアイズ株式会社の全株式を平成15年８月に売却し、また

プラット・コミュニケーションコンポーネンツ株式会社を平成15年12月に吸収合併したため、第12期末現在

において連結子会社はありません。このため、連結財務諸表については「連結財務諸表における資本連結手

続に関する実務指針」（日本公認会計士協会 会計制度委員会報告第７号 平成10年５月12日）に準じて、

連結損益計算書及び連結キャッシュ・フロー計算書のみを作成しております。したがって、連結貸借対照

表、連結剰余金計算書、連結附属明細表については作成しておりませんので、純資産額、総資産額、１株当

たり純資産額、自己資本比率、自己資本利益率、従業員数については、記載しておりません。 

５．第13期から第15期については、連結財務諸表を作成していないため記載しておりません。 

回次 第11期 第12期 第13期 第14期 第15期 

決算年月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 

売上高（千円） 5,567,712 4,468,630 － － － 

経常損失（千円） 1,130,275 647,915 － － － 

当期純損失（千円） 1,189,284 890,929 － － － 

純資産額（千円） 5,754,599 － － － － 

総資産額（千円） 7,127,162 － － － － 

１株当たり純資産額

（円） 
423,505.98 － － － － 

１株当たり当期純損失

（円） 
87,962.49 66,449.72 － － － 

潜在株式調整後１株当

たり当期純利益（円） 
－ － － － － 

自己資本比率（％） 80.8 － － － － 

自己資本利益率（％） △18.7 － － － － 

株価収益率（倍） － － － － － 

営業活動によるキャッ

シュ・フロー（千円） 
△674,929 △679,493 － － － 

投資活動によるキャッ

シュ・フロー（千円） 
6,547 58,739 － － － 

財務活動によるキャッ

シュ・フロー（千円） 
5,097 △75,556 － － － 

現金及び現金同等物の

期末残高（千円） 
5,338,865 4,641,756 － － － 

従業員数（人） 
130 

[33]

－ 

[－]

－ 

[－]

－ 

[－]

－ 

 [－]



(2）提出会社の経営指標等 

 （注）１．売上高には消費税等は含まれておりません。 

２．「従業員数」欄の［ ］内は、外書で臨時従業員数（平均雇用人員を１人１日８時間で換算し算出）を記載

しております。 

３．持分法を適用した場合の投資利益については、第11期及び第12期は連結財務諸表を作成していたため、第13

期から第15期は関連会社がありませんので記載しておりません。 

４．第11期から第14期までについては、１株当たり当期純損失を計上しているため、第15期については１株当た

り当期純損失であり、また、潜在株式が存在しないため、潜在株式調整後１株当たり当期純利益は記載して

おりません。 

５．第11期から第15期までについては、１株当たり当期純損失を計上しているため、株価収益率は記載しており

ません。 

回次 第11期 第12期 第13期 第14期 第15期 

決算年月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 

売上高（千円） 5,188,556 4,412,637 3,684,777 3,300,010 3,049,919 

経常損失（千円） 607,656 392,554 155,213 250,026 125,013 

当期純損失（千円） 856,814 1,391,197 160,988 296,858 127,007 

持分法を適用した場合

の投資利益（千円） 
－ － － － － 

資本金（千円） 2,414,700 2,414,700 2,414,700 2,414,700 2,414,700 

発行済株式総数（株） 13,588 13,588 13,588 13,588 13,588 

純資産額（千円） 6,254,867 4,791,168 4,630,180 4,241,201 4,122,683 

総資産額（千円） 7,368,744 5,612,264 5,388,145 4,951,167 4,813,678 

１株当たり純資産額

（円） 
460,322.90 365,291.92 353,017.70 335,378.93 325,081.52 

１株当たり配当額 

(内１株当たり中間配当

額)（円） 

－ 

(－)

－ 

(－)

－ 

(－)

－ 

(－)

－ 

(－)

１株当たり当期純損失

（円） 
63,372.22 103,762.10 12,274.22 23,328.74 10,021.15 

潜在株式調整後１株当

たり当期純利益（円） 
－ － － － － 

自己資本比率（％） 84.9 85.4 85.9 85.7 85.6 

自己資本利益率（％） △12.8 △25.2 △3.4 △6.7 △3.0 

株価収益率（倍） － － － － － 

配当性向（％） － － － － － 

営業活動によるキャッ

シュ・フロー（千円） 
－ － △211,005 △227,407 △122,942 

投資活動によるキャッ

シュ・フロー（千円） 
－ － △4,698 △363,668 △1,012,582 

財務活動によるキャッ

シュ・フロー（千円） 
－ － － △92,388 7,752 

現金及び現金同等物の

期末残高（千円） 
－ － 4,426,088 3,742,828 2,615,068 

従業員数（人） 
90 

[28]

77 

[22]

53 

[17]

56 

[17]

49 

[15]



６．第12期より、自己株式を資本に対する控除項目としており、また、１株当たりの各数値（配当額は除く。）

の計算については発行済株式総数から自己株式数を控除して算出しております。 

７．第11期及び第12期については、連結キャッシュ・フロー計算書を作成しております。したがって、キャッシ

ュ・フロー計算書に関連する経営指標は記載しておりません。 



２【沿革】 

年月 事項 

平成５年３月 コンピュータ及び周辺機器の開発並びに製造、販売を目的として、平成５年３月23日、東京都千代

田区外神田一丁目11番４号にぷらっとホーム株式会社を設立 

平成12年７月 東京証券取引所マザーズに株式を上場 

平成13年３月 株式会社アークライズ（第９期～第12期 連結子会社 平成13年４月プラットアイズ株式会社に社

名変更）の第三者割当増資を引き受け子会社化 

平成13年６月 生産・物流拠点を集約した「東京ロジスティクスセンター」を東京都大田区に開設 

平成14年４月 プラット・コミュニケーションコンポーネンツ株式会社（第11期～第12期 連結子会社）設立 

平成15年８月 プラットアイズ株式会社（連結子会社）の当社保有全株式を譲渡 

平成15年12月 プラット・コミュニケーションコンポーネンツ株式会社（連結子会社）を吸収合併 

平成17年５月 本社を東京都千代田区外神田一丁目18番13号に移転 

平成17年12月 秋葉原店舗を閉鎖 



３【事業の内容】 

 当社は、Ｌｉｎｕｘをはじめとするオープンソース・オペレーティングシステム（ＯＳ）やＵＮＩＸ等その他のＯ

Ｓに関連した、コンピュータ関連製商品等を提供しております。 

(1）ＰＢコンピュータ 

 当社は、自社の技術力により開発、設計、生産したプライベートブランド・コンピュータ（以下ＰＢコンピュー

タという。）をエンドユーザに販売しています。 

 これらのＰＢコンピュータの主な用途は、オープンソースＯＳで動く、インターネット／イントラネット用の

適サーバであり、デスクトップタイプやラックマウントタイプなどユーザのニーズに合わせカスタマイズして提供

しています。また、当社のソフトウェア及びハードウェア実装エンジニアリング技術により、Ｌｉｎｕｘ、Ｆｒｅ

ｅＢＳＤなどのオープンソース・ソフトウェアをはじめＳｏｌａｒｉｓなどのＵＮＩＸ系、Ｗｉｎｄｏｗｓの各種

ＯＳにマルチに対応しており、企業や研究機関における現在及び将来のコンピュータネットワークの多様な進化の

形態に対応しています。 

 特にカスタマイズの自由さについては、ユーザが望む部品構成に応えた、特別仕様のＰＢコンピュータを提供し

ており、ユーザは多くの選択可能な部品メニューの中からオーダーメードできます。 

 また、当社は、ユーザが適用業務で必要とする個別の要求に応えるべく、上記に述べたような多種類のＯＳ上で

の動作確認をして、ＰＢコンピュータにサービスを付加しております。 

(2）コンピュータ関連商品 

 当社はＰＢコンピュータの他に、当社がオリジナル商品と位置付けている、自社ブランド商品及びメーカと販売

代理店契約を締結している商品等を開発・発掘し販売しています。 

 その中にはマイクロサーバや各種の切替器（１セットのモニター、キーボード、マウスで複数台のＰＣを切替え

て使用できる、または、電源を入れたままそれらを着脱できる装置。）、ミニキーボードなどがあります。 

 さらに、これらのオリジナル商品に加えて、当社は国内外の各社から製品を仕入れ、販売しております。それら

はコンピュータ周辺機器、各種ネットワーク関連部品・材料、ソフトウェアなど先端的な製品であり、法人ユー

ザ、個人ユーザに提供しております。 

(3）サービス・その他 

 当社は、顧客が情報通信ネットワークのインフラ構築や改良を行う際のシステム設計やコンサルティングといっ

た支援や、販売したＰＢコンピュータ及びオリジナル商品に関する保守・メンテナンス等を行うことにより、サー

ビスの提供を行っております。 



 上記のどの品目ごとの事業についても、当社の基本方針は、オープンソースに関する技術力で価値創造しつつ、顧

客に対しそのニーズと予算に合わせてカスタマイズした高品質かつ高機能の製品及びサービスを提供することであり

ます。 

 同時に、当社はインターネットに代表されるネットワーク構築において、オープンソース・ソフトウェア関連以外

の他の種々なソフトウェアが存在することを認識しており、プロプライアタリな（オープンソースでない、もしくは

使用権を有償で販売する種類の）ＯＳを用いる顧客のニーズにも十分に対応しております。 

 当社は、主要顧客のニーズに合わせるべく、コンピュータとネットワークに関する先駆的な知識を蓄積し、データ

ベース化を行い、製商品及びサービスの開発力として活用しております。（図－１参照） 

図－１ 事業のサイクル 

 また、事業の系統図は、図－２のとおりです。 

図－２ 事業の系統図 

 （注）当社インターネットウェブページ「Ｐｌａｔ’Ｏｎｌｉｎｅ」経由での販売です。 

なお、店舗（秋葉原）は平成17年12月に閉鎖いたしました。 



４【関係会社の状況】 

 該当事項はありません。 

５【従業員の状況】 

(1）提出会社の状況 

 （注）１．従業員数は就業人員であり、臨時従業員は［ ］内に年間の平均人員を外書で記載しております。なお、臨

時従業員の年間平均人員は１人１日８時間で換算し、算出しております。 

２．平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。 

(2）労働組合の状況 

 労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。 

  平成19年３月31日現在

従業員数（人） 平均年齢（歳） 平均勤続年数 平均年間給与（円） 

49 [15]  36.7 3年8ヶ月 5,320,632 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1）業績 

 当事業年度におけるわが国の経済は、企業収益の改善、設備投資の増加など長期回復傾向にありました。先行き

についても、個人消費や原油価格の動向、米国経済の動向には注意を要するものの、景気は底堅く推移するものと

思われます。 

 当社の主要な販売品目である国内サーバ市場においては、出荷台数が増加するとともに出荷金額においても下げ

止まり傾向が表れておりますが、下半期には出荷台数の増加にかげりがみえるなど、依然として厳しい状況が続い

ております。 

 このような状況のもとで、当事業年度は、下記の重点施策を実施してまいりました。 

① オリジナル商品及びＰＢコンピュータの販売拡大 

 自社ブランド商品及びメーカと販売代理店契約を締結している商品等をオリジナル商品と位置付け、販売を強

化してまいりました。特に、マイクロサーバについては、通信事業者をはじめシステムインテグレータ企業への

通信品質管理、セキュリティ監視などの用途に向けての販売に努めた結果、前年同期に比べ売上高が大幅に増加

しました。また、ＰＢコンピュータであるサーバ、ストレージについては、他社との競合が激しい中、当社の強

みであるオープンソース系の技術力を前面に出し、顧客ニーズに即した販売活動を行いました。 

② 研究開発及びオリジナル商品の発掘 

 当社が他社に先駆けて開拓したマイクロサーバ分野における、当社の優位性をさらに拡大伸張すべく、開発投

資を行ってまいりました。また、ＶＰＮソフトウェア「ＰａｃｋｅｔｉＸ」の英語版の販売権を取得し、製作に

着手しました。 

③ 産学連携及び新規事業機会の開拓 

 本社所在地にある秋葉原クロスフィールドにおける産学連携活動などを通じて、協業・交流活動を進めてまい

りました。特に、筑波大学発の企業であり、「ＰａｃｋｅｔｉＸ」の開発元でもあるソフトイーサ社とは同社へ

の出資を行うなど、提携を強化しました。 

④ 社内体制の整備 

 ＰＢコンピュータとオリジナル商品を中心とする製商品事業へ経営資源を集中するとともに、その他の一般仕

入商品については商品構成を法人向けにシフトし、購買業務、物流・在庫管理の簡素化を図り、業務・組織の効

率化を一層進めました。 

 以上のような活動を行い、付加価値の高いオリジナル商品の売上高が前年同期と比べ大幅に増加し、全体の売上

総利益も増加したほか、販売費及び一般管理費が、店舗閉鎖による経費削減や、全般的な抑制努力を継続したこと

により前年同期に比べ減少するなど、企業体質改善の効果が表れてきました。しかしながら、オリジナル商品以外

の一般仕入商品の売上高減少を補うことができず、黒字回復を達成することはできませんでした。この結果、当事

業年度の売上高は3,049百万円（前年同期比7.6％減）、営業損失は124百万円（前年同期は営業損失248百万円）、

経常損失は125百万円（前年同期は経常損失250百万円）、当期純損失は127百万円（前年同期は当期純損失296百万

円）となりました。 



 主要品目別の売上高については、次のとおりであります。 

 ＰＢコンピュータについては、主要顧客層である教育・研究機関、電気機器等製造業及びインターネット系サー

ビス企業等の法人顧客への出荷が好調であり、前事業年度に売上高減少傾向に歯止めをかけたことに引き続き、当

事業年度においても前年同期に比べ売上高が増加しました。この結果、売上高は、1,135百万円（前年同期比94百

万円・9.1％増加）となりました。 

 コンピュータ関連商品については、マイクロサーバとして定評のある「ＯｐｅｎＢｌｏｃｋＳ」と前事業年度末

より出荷が本格化した「ＯｐｅｎＭｉｃｒｏＳｅｒｖｅｒ」の、通信事業者をはじめシステムインテグレータ企業

への販売が好調でした。その他のオリジナル商品については、ソフトイーサ社のソフトウェア製品「Ｐａｃｋｅｔ

ｉＸ」の売上高が前年同期を大幅に上回りました。一方、オリジナル商品以外の一般仕入商品については、平成17

年12月に店舗を閉鎖した影響や法人向けの商品構成にシフトしたことにより、個人顧客層を中心に前年同期に比べ

大幅に減少しました。この結果、コンピュータ関連商品全体では、売上総利益は前年同期とほぼ変わらないもの

の、売上高は減少し、1,816百万円（前年同期比363百万円・16.7％減少）となりました。 

 サービス・その他については、オリジナル商品の販売に伴う保守サービス等の増加により、売上高は前年同期と

比べ増加しました。この結果、売上高は、97百万円（前年同期比18百万円・23.5％増加）となりました。 

(2）キャッシュ・フロー 

 当事業年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前事業年度末比1,127百万円減少し、当

事業年度末の資金残高は2,615百万円となりました。 

 当事業年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は、次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 税引前当期純損失が125百万円となり、減価償却費61百万円の計上を行いました。また、閉鎖した店舗の敷金保

証金の返戻により13百万円等の収入がありました。一方、支出要因としては、法人顧客への売上高増加による売掛

金の増加47百万円やたな卸資産の増加19百万円、仕入高の減少による仕入債務の減少10百万円等がありました。こ

れらの収支要因の結果、営業活動に使用した資金は122百万円となりました。（前年同期は227百万円の使用) 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 定期預金の預入による支出1,000百万円の他、有形固定資産及び無形固定資産の取得等により、投資活動に使用

した資金は1,012百万円となりました。（前年同期は363百万円の使用） 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 ストック・オプションの権利行使による自己株式の処分により、財務活動で調達した資金は7百万円となりまし

た。（前年同期は92百万円の使用） 



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

 （注）１．ＰＢコンピュータは、当社において生産しております。なお、ＰＢコンピュータ以外の品目については、記

載を省略しております。 

２．上記金額は製造原価によっており、消費税等は含まれておりません。 

(2) 受注実績 

 （注） 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

(3) 販売実績 

 （注） 上記金額は販売価格によっており、消費税等は含まれておりません。 

品目 
当事業年度 

（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

前年同期比（％） 

ＰＢコンピュータ（千円） 862,214 106.5 

合計（千円） 862,214 106.5 

品目 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

受注高（千円） 前年同期比（％） 受注残高（千円） 前年同期比（％） 

ＰＢコンピュータ 1,179,540 114.7 61,635 353.3 

コンピュータ関連商品 1,838,190 85.1 51,599 170.8 

サービス・その他 97,592 124.4 18,007 99.0 

合計 3,115,323 95.4 131,242 199.3 

品目 
当事業年度 

（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

前年同期比（％） 

ＰＢコンピュータ（千円） 1,135,351 109.1 

コンピュータ関連商品（千円） 1,816,795 83.3 

サービス・その他（千円） 97,771 123.5 

合計（千円） 3,049,919 92.4 



３【対処すべき課題】 

 国内ＩＴ（情報技術）投資は、企業収益の改善を背景とした景気回復の動きを反映し、堅調な推移が見込まれる一

方、急激な増加は期待できない状況にあります。また、個々のＩＴ投資案件についても、普及品化の進んでいる分野

を中心とする製品・サービス価格の下落傾向は、継続していくものと思われます。 

 このような状況のもと、当社は法人顧客向けに、ＰＢコンピュータ及びオリジナル商品を中心としたより独自性の

高い製商品及びサービスを提供することにより、利益率を確保しつつ販売を拡大し、業績の回復を図ってまいりたい

と考えます。このために、以下の課題に取り組んでまいります。 

(1）ＰＢコンピュータ及びオリジナル商品の販売拡大 

 「ＯｐｅｎＭｉｃｒｏＳｅｒｖｅｒ」や「ＰａｃｋｅｔｉＸ」をはじめとするオリジナル商品を、収益の柱に成

長させるべく販売拡大に注力いたします。専任技術営業担当者の増員や本社プレゼンテーション設備の活用など、

法人販売面の強化に加え、カスタマーケア部門を中心とするサポート体制の一層の充実を図ります。さらに、日本

国内のみならず米国をはじめとした海外市場へ参入すべく、米国に市場調査及び顧客開拓等を目的とした事務所を

開設し、活動してまいります。自社製品であるＰＢコンピュータについては、創業以来当社が蓄積してきましたＬ

ｉｎｕｘをはじめとするオープンソース系の技術力を生かし、販売拡大を図ってまいります。 

(2）研究開発及びオリジナル商品の発掘 

 当社が他社に先駆けて開拓したマイクロサーバ分野における、当社の優位性をさらに拡大伸張すべく、開発投資

を行ってまいります。また、有力な製品を有する他社との協業・提携を積極的に行うなどオリジナル商品の開発及

び発掘を行ってまいります。 

(3）産学連携及び新規事業機会の開拓 

 大学をはじめとする教育・研究機関は、当社の重要な顧客層であると同時に、今後新たな製品や技術の事業化を

図るにあたっての重要なパートナーであります。当社としては産学連携をなお一層進め、協業・交流活動を行って

まいります。 

(4）社内体制の整備 

 継続的に新製商品を市場投入するための組織体制を一層強化してまいります。特に、自社開発、他社との協業・

提携や製商品サポートなどの重点課題の遂行は人材面への依存度が高いため、これらの分野を中心に人材の増強や

育成を継続してまいります。また、内部統制体制の充実とともに、社内情報システムの充実や社内業務の見直しな

ど、会社組織全体のコンプライアンス体制の強化、業務効率性の維持・向上への取り組みを継続的に実施してまい

ります。 



４【事業等のリスク】 

 以下において、当社の事業展開上のリスクとなる可能性がある主要な事項を記載しております。また、必ずしも事

業上のリスクに該当しない事項についても、投資者の投資判断上、重要であると考えられる事項については、投資者

に対する情報開示の観点から積極的に、これを開示しております。 

 なお、当社は、これらのリスク発生の可能性を認識した上で、発生の回避、発生した場合の対応に努める所存であ

ります。 

 本項においては、将来に関する事項が含まれておりますが、当該事項は当事業年度末現在において判断したもので

あります。 

(1）オープンソース・ソフトウェア 

① 開発・改良 

 当社の取り扱う製商品の大きな特徴の一つは、オープンソース・ソフトウェアに関連していることです。これ

らの関連製商品の市場は、近年において大きな成長を遂げており、当社の今日までの成長を支えてきた大きな要

因です。しかしながら、オープンソース・ソフトウェアが市場のニーズに今後も適切に対応し、評価を獲得し続

ける保証はありません。よって、当社が今後も成長を継続できるかどうかは、オープンソース・ソフトウェアの

利用頻度や供給状況、マーケットにおける普及といった不確かな諸要因に影響を受ける可能性があります。 

 オープンソース技術の開発は世界中に散らばる独立系のエンジニアが参加するオープンソース・コミュニティ

が主要な役割を担っています。当社自身ではそれらの開発をコントロールしていません。オープンソース・コミ

ュニティの開発・研究者が時宜に応じて開発・改良を続けるとの保証はありません。また、情報収集のために、

常にオープンソース・コミュニティとの間で良好な関係を維持することが可能であるとは限りません。 

 コミュニティによる努力が継続して成功しなければ、オープンソース・ソフトウェアの認知度を維持、または

拡大できる保証はありません。また、コミュニティとの関係も永続的に良好である保証はありません。 

② オープンソースＯＳに対応するアプリケーション・ソフトウェアの必要性 

 現在広く普及している商用アプリケーション・ソフトウェア（例えばマイクロソフト・オフィス、アドビ・フ

ォトショップ等）は、そのほとんどがオープンソースＯＳに対応しておりません。よって、オープンソースＯＳ

を搭載する当社の製品の販売には、オープンソースＯＳ上で作動するアプリケーション・ソフトウェアの普及が

大きく影響します。しかし、今後、オープンソースＯＳに対応する商用アプリケーション・ソフトウェアが、市

場に十分に供給されない可能性があり、その場合、当社は事業を拡大できない可能性があります。 

(2）製商品特性 

 コンピュータ製品及びその応用システムの市場は、インターネットの分野に代表される急激な技術革新、頻繁な

新製品の導入によって特徴付けられます。競合他社による新たな技術を基礎とする製品の投入や、新たな業界標準

が生まれた場合には、当社の製品は急速に陳腐化する可能性があります。当社の今後の成長は、既存製品の改良、

新製品の投入により、顧客の要求を充足し、市場からの評価を獲得できるかどうかにかかっています。 

 新製品開発や製品の改良は、長期の開発・試験期間を必要とし、技術力ある人員の確保が必要となります。さら

に、急速に成長する市場における新製商品の開発は、多額の研究開発費と開発人員の投入が必要となります。よっ

て、コスト面での負担が大きくなる可能性があります。また、開発した新製商品が市場の評価を得られない可能性

があります。 

 さらにオープンソース・ソフトウェアは、インターネットから無料でダウンロード、または少額で購入し、ほと

んど規制なく変更し、転売することが出来るので、市場参入障壁は低いと考えられます。従って、新規参入者また

は既存の競争相手が急速に市場シェアを獲得し、当社の売上が減少する可能性があります。 



(3）競争 

 当社は、ＰＢコンピュータの製造販売、コンピュータ関連商品の仕入販売、各種サービスの提供等を行っており

ますが、それぞれ以下のような競争上のリスクが存在します。ＰＢコンピュータについては、近年市場における販

売価格の低下が進行しており、今後においても価格競争が避けられないと認識しております。また、コンピュータ

関連商品については、量販店などが、当社と同質のコンサルティング機能を強化・充実させ、当社オリジナル商品

（ＯＥＭ製品）等と同等レベルの商品等を開発し、または低価格で製品を市場に投入した場合、当社の価格競争力

が低下する可能性があります。さらにシステム・インテグレーション等のサービスについても、従来からあるシス

テム・インテグレータ（ＳＩベンダー）等との競合が激しくなり、当社が意図する受注案件の獲得等ができない可

能性があります。これらの結果として、当社の業績等に悪影響を及ぼす可能性があります。 

 また、コンピュータ業界では、当社と競合関係にあるソフトウェア、ハードウェア、サーバその他のコンピュー

タ関連商品を取り扱う大手企業が多数存在し、競争が非常に激しくなっています。とりわけ当社は市場での知名度

の高い大手企業（例えば、サン・マイクロシステムズやＩＢＭ、デル、日本電気、ヒューレット・パッカード、日

立製作所、富士通、東芝等）との競争に直面しております。これらの大手企業は、当社に比べより多くの経営資源

を有し、多様な販売チャンネルを確立しています。また、これらの会社の中にはオープンソース・ソフトウェアに

積極的に取り組む企業も多く、当社製品の需要に影響を及ぼす可能性があります。 

 当社は、販売面ばかりでなく、供給者との戦略的提携に関しても、同業他社との競争に直面しております。この

場合、当社の重要な仕入先や、当社が望む提携先が同業他社と合併、もしくは業務提携をした場合、当社の事業機

会が阻害される可能性があります。 

(4）第三者の製造者及び供給者への依存 

 当社は、製商品の製造及び調達について、外注先製造業者及び外部の部品供給業者に大きく依存しております。

外注先の企業は、当社の主要な商品を製造するとともに、ＰＢコンピュータのアウトソースによる製造、物流及び

クレジットカードその他の決済サービスを当社に提供しております。当社の第三者製造者及び供給者との契約は一

般的に短期間で更新可能なものとなっております。当社が第三者製造者及び供給者との契約の解消及び変更を余儀

なくされた場合、供給量の低下またはコスト負担の増大をもたらし、当社の経営及び生産性に悪影響を及ぼす可能

性があります。 

(5）法的規制 

 当社をとりまく環境下では、法的規制の影響が避けがたく、法規制の変更・追加は戦略の変更を余儀なくした

り、業績に影響したりする可能性があります。特に、当社と密接な関連のある、インターネットを中心とした情報

通信分野は成長産業であり、今後、法規制が追加・変更されることは十分に考えられます。 

(6）業務提携、戦略的連合及び買収の可能性 

 競争力を持った製品・サービスを開発し市場に投入していくために、戦略的提携と買収を行ってまいりました。

今後も、当社は企業、製品または技術に対し選択的に投資または買収を行う可能性があります。そのような場合、

当社は以下のような追加的な財務及び業務のリスクに直面する可能性があります。１）買収した企業の業務、技術

及び人事の一時的混乱、２）財務及び人事資源の分散による当社の業務効率の低下、３）買収した企業からの核と

なる技術者及び経営陣の退職、４）投資または買収の資金調達のために新株式の発行を伴う場合の当社の株式価値

の希薄化、並びに５）これらの投資にともなう支出、費用及び負債の増加。 

 さらに、戦略的提携、投資もしくは買収に失敗した場合、または競合相手が当社のビジネスパートナーに対し戦

略的提携、投資またはビジネスパートナーの事業の一部もしくは全部の買収をする場合、当社の業務及び業績に悪

影響を及ぼす可能性があります。 

(7）海外展開のリスク 

 当社の売上のほぼ全ては日本における製商品とサービスの販売によるものです。 

 当社は、米国をはじめとした他地域への進出を検討しておりますが、日本国外における製品の製造、マーケティ

ング及び販売についての経験が浅く、海外事業から得られる収入は、海外子会社の設立及び維持のための支出を下

回る可能性があります。さらに、海外に分散した業務の運営及び管理に関する問題が発生する可能性があり、また

海外に販売の一部を移すことにより流通に関する問題及び混乱が発生する可能性もあります。従って、当社の海外

業務展開が当社全体の業務や業績に悪影響を及ぼす可能性もあります。 



(8）人材 

① 特定の経営陣への依存 

 当社会長の本多弘男及び社長の鈴木友康は当社の創業者であり、現在もその主要株主であります。本多弘男は

当社の全体的な技術、オープンソース・コミュニティとの関係維持、研究・開発そして業界における人脈を通じ

た高度な技術者の採用につき重要な役割を担っています。鈴木友康は当社の経営及び業務の管理を担当してお

り、当社の戦略策定の主要部分も担っています。当社は両名への依存度を低下させてまいりましたが、彼らが離

職するような事態となった場合には、当社の今後の事業に悪影響を及ぼす可能性があります。 

② 特定の人材への依存 

 当社の製品及び技術は高度であり複雑であるため、当社の順調な業績の持続は有能な経営陣・従業員の雇用維

持に大きく依存しています。当社の中心的な経営陣・従業員のように高いスキルを有する人材は希少であり、業

界における人材の獲得競争は激しくなっています。また、当社はこれらの中心的な従業員のいずれとも、即時の

退職を回避できるような雇用契約を締結していないため、このような人材はその意思で会社との雇用関係を解消

することが出来ます。当社の中心的な従業員を失った場合、当社の業務に重大な影響を与えるおそれがありま

す。 

 加えて、当社は、事業拡大のために、各種の高いスキルを持った人材を必要としておりますが、今後も継続し

て有能な人材を採用できるとの保証はありません。 

(9）業績変動 

 主な売上先である法人顧客の売上動向によって、当社の業績推移に変動が起こる可能性があります。これまでの

当社の業績変動は、法人顧客の予算編成などの関係から売上高が下半期の第４四半期（１－３月）に増加する傾向

があります。このため、上半期の利益と下半期の利益とを比較した場合、上半期の利益が著しく落ち込むことが考

えられます。 

 しかしながら、当社の過去の事業傾向は、従前と同様の傾向を継続しない可能性があります。その場合、期首に

想定したよりも下半期の収益力が低くなる場合が考えられ、当社といたしましても経営方針の変更など対応策を講

じますが、経営管理上、それらの対応策がその期中に効果をあげることができない可能性があり、従って、当社

は、投資家が期待する収益をあげることができない可能性があります。 

(10)調達資金の使途 

 平成12年７月の公募増資によって調達した資金は、これまでのところ、計画どおり関連事業への投融資、設備資

金、長期借入金の返済等に使用してきました。今後の使途としては、新規事業・関連事業への投融資、設備投資、

研究開発等を中心に選択的に行う方針です。投融資案件の選定については、当社の事業との補完性、今後の成長

性、投融資目的の実現可能性等リスク要因の大小、当社が投融資を実施することによって相乗効果が期待できる

か、といった観点から判断されることとなります。ただし、当業界の変化は非常に速く、競合他社の参入及び当社

にとって新たな機会・損失の発生、業績変動も激しくなる可能性があるため、調達資金は上記の対象以外に振り向

けられる可能性があります。また、投資家の期待どおりの投資効果を当社があげられる保証は無く、投資の結果と

して損失が発生する可能性があります。 

(11)知的財産権 

① オープンソース・ソフトウェアの使用に関する知的財産権による潜在的規制 

 現在オープンソース・ソフトウェアは、インターネットから無料でダウンロードでき、自由に複製し、使用

し、変更を加え頒布することができます。しかし知的財産権は開発者に属しており、オープンソース・ソフトウ

ェアの大半は知的財産権により保護されています。知的財産権の保有者が将来、ライセンス料を請求しない、ま

たは知的財産権を行使しないという保証はありません。知的財産権の行使または行使の試みは当社の財務状況及

び業績に悪影響を及ぼす可能性があります。 



② 知的財産権の保護の欠如 

 当社は、社内で研究開発した自社技術と専門知識を用いて競合相手との製品差別化を行っていますが、当社の

製商品及びサービスの大半は独占的な知的財産権として保護され得るものではなく、競合相手が使用した場合に

は当社の市場占有率及び製商品の販売に影響を与えることがあります。当社は、知的財産権を保護するため、当

社の従業員、社外のコンサルタント及びパートナーと秘密保持契約またはライセンス契約を締結しております。

 しかしながら、当社の知的財産権を保護するための方策は限られたものです。従って、他社との競合に際して

知的財産権を行使することができない可能性があります。加えて当社は第三者による同様もしくはより優れた技

術の開発を防止できない可能性、並びに他社が当社の著作権、特許及び企業秘密を実質的に回避するような技術

開発を防止できない可能性があります。 

③ 侵害請求の可能性 

 当社は、当社の製品が他人の知的財産権を侵害しているとの請求による訴訟に将来さらされる可能性がありま

す。製品数が増加し、競合相手が業容を拡大し、製品の機能が重なり合うにつれ、ますますそのような請求にさ

らされる可能性が高まります。 

 当社のシステムで採用している技術は、他人の知的財産権を侵害していないと認識しておりますが、もし訴訟

が起こされた場合には、訴訟の結果にかかわらず当社は解決までに多大な時間とコストを負担しなければなら

ず、業務に支障をきたす可能性もあります。こうした訴訟に敗訴した場合、当社はロイヤリティーを支払いライ

センスを受ける契約の締結を要求されるおそれがあります。その場合、当社が容認できる条件の提示や契約の締

結が行われるとの保証はありません。当社に対する請求が認められ、代替技術の開発を行わなければならない場

合、またはライセンス契約が当社にとって不利であった場合、当社の業務、業績または財務状況に重大な悪影響

を及ぼす可能性があります。 

 加えて、ソフトウェア及びビジネスモデルに関する特許取得を認める 近の関連法規の整備を考慮すれば、当

社が特許侵害の請求を受ける可能性は高まるものと思われます。 

(12)製品クレームの偶発性 

 当社は製品の製造業者、小売業者として国内及び海外における製造物責任法またはその他の法律に基づく責任を

問われるおそれがあります。高品質製品の販売は当社の戦略にとって不可欠であるため、当社は不良を減少させ、

発見しかつ排除するよう製造を工夫しています。しかしながら、不具合をもつ製品の製造または販売を完全に回避

できるとの保証はありません。 

 当社の製品の中に欠陥が発見された場合、当社のブランドに重大な影響を及ぼす可能性があります。さらに、当

社はかかる欠陥を排除するために多額の支出を余儀なくされることがあり、場合によってはこれを改善することが

できないおそれがあります。 

 当社製品の不具合は、それを使用する顧客のコンピュータシステムに支障を起こすおそれがあります。その場合

には、顧客は多額の損害に対し補償及びその他の請求を当社に対して行う可能性があります。当社の保証には通

常、潜在的な製造物責任にかかる債務の範囲を限定することを意図した規定を盛り込んでいますが、これらの規定

は日本及びその他の地域における法制度の下では効力をもたないものとされる可能性があります。当社が加入して

いる保険は、このような請求に対し当社の責任を適切に限定するのに十分対応していないことがあります。これら

の請求がなされた場合、保険を上回る出費の可能性や、結果として請求を退けたとしても、その解決のため多大な

費用と時間を必要とする可能性があります。 

(13)個人情報の管理 

 当社は「Ｐｌａｔ’Ｏｎｌｉｎｅ」によるショッピングをはじめとする各種サービスの提供にあたって、顧客に

関する属性情報、決済関連情報等詳細な個人情報をサーバ上で保有しております。当社はこれらの個人情報を取り

扱うにあたって、個人情報取扱方針を定め社内周知及び遵守を徹底するなど、個人情報の保護に努めております。

 しかしながら、これらの個人情報が管理の瑕疵等により外部に流出する可能性は皆無であるとは言えません。そ

の場合、当社の信用に重大な影響を及ぼすと同時に、当社に対して損害賠償請求が行われたり、「Ｐｌａｔ’Ｏｎ

ｌｉｎｅ」によるサービスの停止を余儀なくされる可能性があるなど、当社の財務状況や業績に悪影響を及ぼす可

能性があります。 



５【経営上の重要な契約等】 

(1）販売契約 

(2）技術受入契約 

 （注） 対価として一定のロイヤリティを支払っております。 

６【研究開発活動】 

 当社では、現代のコンピュータ環境を形成する、ハードウェア、オペレーティングシステム、ネットワークシステ

ムを基盤とすることはもちろんのこと、運用環境までを考慮に入れた製品開発を行っております。 

 当事業年度は、ＰＢコンピュータ及び当社オリジナルのコンピュータ関連商品の開発を中心として研究開発活動を

行っております。開発にあたっては、環境への取り組みの一環として、電気・電子機器について有害な化学物質の使

用を禁止するＲｏＨＳ指令への積極的な対応を行っております。 

 ＰＢコンピュータの分野では、ＣＰＵメーカの 新のアーキテクチャを採用したサーバの開発を行い、デュアルコ

アＣＰＵサーバ「ＴＲＤＸ」シリーズを製品化しました。クアッドコアＣＰＵを搭載したサーバについても製品化に

向けて開発に取り組んでおります。また、ストレージシステム「ＴｒｕｓＲＡＩＤ」にＳＡＳ（Ｓｅｒｉａｌ Ａｔ

ｔａｃｈｅｄ ＳＣＳＩ）モデルを追加するなど、 新の技術動向を反映した製品開発を行いました。この他、ＶＰ

Ｎソフトウェア「ＰａｃｋｅｔｉＸ」とマイクロサーバを融合させたＶＰＮアプライアンスサーバ「Ｐａｃｋｅｔｉ

Ｘ ＢＯＸ」を製品化しました。 

 コンピュータ関連商品の分野では、マイクロサーバ「ＯｐｅｎＢｌｏｃｋＳ」やキーボード「Ｍｉｎｉ Ｋｅｙｂ

ｏａｒｄ」のＲｏＨＳ指令適合モデルを製品化するなどオリジナル商品の開発に取り組んでおります。 

 当事業年度における研究開発費の総額は、55百万円となっております。 

相手方の名称 国名 契約品目 契約内容 契約期間 

富士通コンポーネント㈱ 日本 ＰＣ切替器 
日本国内におけるＯＥＭ製
品契約 

自 平成10年７月１日 
至 平成11年６月30日 
以後１年毎の自動延長
条件 

相手方の名称 国名 契約品目 契約内容 契約期間 

International  
Business Machines  
Corporation 

米国 ＰＢコンピュータ 
情報処理装置に関する特許
実施権の許諾 

自 平成16年３月25日 
至 平成21年３月31日 



７【財政状態及び経営成績の分析】 

(1）財政状態 

① 資産の状況 

 資産合計は、前事業年度末に比べ137百万円減少し、4,813百万円となりました。 

 流動資産については、現金及び預金が127百万円減少した一方、法人顧客への売上高増加により売掛金が47百

万円増加したのに加え、翌期出荷分の材料購入のため原材料が26百万円増加いたしました。この結果、流動資産

の当事業年度末残高は、前事業年度末比60百万円減少の4,277百万円となりました。 

 固定資産については、有形固定資産及び無形固定資産が本社設備や基幹業務システムの強化により6百万円増

加した一方、減価償却による減少61百万円があり、前事業年度末比55百万円減少いたしました。また、投資その

他の資産は、閉鎖した店舗の敷金保証金の返戻による減少18百万円等があり22百万円減少いたしました。この結

果、固定資産の当事業年度末残高は、前事業年度末比77百万円減少の536百万円となりました。 

② 負債の状況 

 負債合計は、前事業年度末に比べ18百万円減少し、690百万円となりました。 

 流動負債については、未払金が6百万円増加した一方、前受金が15百万円減少した他、仕入高の減少により買

掛金が10百万円減少するなどの結果、前事業年度末比18百万円減少の680百万円となりました。 

 固定負債については、当事業年度末残高は、前事業年度末比ほぼ横這いの10百万円となりました。 

③ 純資産の状況 

 純資産については、当期純損失の計上による利益剰余金の減少127百万円等の結果、当事業年度末残高は、前

事業年度末比118百万円減少の4,122百万円となりました。 

(2）経営成績 

「１ 業績等の概要、(1)業績」をご参照願います。 



第３【設備の状況】 

１【設備投資等の概要】 

 当事業年度中において、総額6百万円の設備投資を行いました。なお、当事業年度中の設備投資には、特記すべき

ものはなく、有形固定資産及びソフトウェアの取得を行いました。また、当事業年度において重要な設備の除却、売

却等はありません。 

２【主要な設備の状況】 

 （注）１．上記中［ ］内は、外書で臨時従業員の人数であります。 

２．帳簿価額には、消費税等は含まれておりません。 

３．リース契約による主な賃借設備は、次のとおりであります。 

３【設備の新設、除却等の計画】 

(1）重要な設備の新設等 

 該当事項はありません。 

(2）重要な設備の除却等 

 該当事項はありません。 

  平成19年３月31日現在

事業所名 
（所在地） 

事業部門の名称 設備の内容 

帳簿価額（単位：千円） 従業 
員数 
(人) 建物 

工具器具
及び備品 

ソフトウ
ェア 

合計 

本社 
（東京都千代田区） 

製商品事業本部 
管理本部 
その他 

統括施設 
技術研究 

25,126 18,110 14,297 57,534 
41 
[11] 

東京ロジスティクス
センター 
（東京都大田区） 

製商品事業本部 
物流倉庫 
生産設備 

63,691 9,678 130 73,500 
8 
[4] 

名称 台数 期間 
年間リース料 
（千円） 

リース契約残高 
（千円） 

複写機・ファクシミリ 
（所有権移転外ファイナンス・リース） 

６台 ５年 1,221 996 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

(2）【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

(3）【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。 

(4）【発行済株式総数、資本金等の推移】 

※１．平成14年４月１日～平成15年３月31日 

旧商法第280条ノ19第２項の規定に基づく新株引受権の権利行使 

発行株数         240株 

発行価格        50,000円 

資本組入額       25,000円 

※２．平成14年８月12日 

平成14年６月27日定時株主総会決議に基づき、資本準備金が1,250,000千円減少し、その他資本剰余金が

1,250,000千円増加しております。 

※３．平成15年８月12日 

平成15年６月27日定時株主総会決議に基づき、資本準備金が3,711,645千円減少し、その他資本剰余金が

3,711,645千円増加しております。 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 36,000 

計 36,000 

種類 
事業年度末現在発行数（株)

（平成19年３月31日） 
提出日現在発行数（株) 
（平成19年６月28日） 

上場証券取引所名又は 
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 13,588 13,588 
東京証券取引所 
（マザーズ） 

－ 

計 13,588 13,588 － － 

年月日 
発行済株式総
数増減数 

（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

平成14年４月１日～ 

平成14年８月12日 

※１ 

197 13,545 4,925 2,413,625 4,925 5,564,245 

平成14年８月12日 

※２ 
－ 13,545 － 2,413,625 △1,250,000 4,314,245 

平成14年８月13日～ 

平成15年３月31日 

※１ 

43 13,588 1,075 2,414,700 1,075 4,315,320 

平成15年８月12日 

※３ 
－ 13,588 － 2,414,700 △3,711,645 603,675 



(5）【所有者別状況】 

 （注）１．上記「その他の法人」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が１株含まれております。 

    ２．上記「個人その他」の欄には、自己株式が906株含まれております。 

(6）【大株主の状況】 

 （注） 当社は自己株式906株を保有しておりますが、上記の大株主の状況からは除いております。 

  平成19年３月31日現在

区分 

株式の状況 

政府及び
地方公共
団体 

金融機関 証券会社 
その他の
法人 

外国法人等 
個人その他 計 

個人以外 個人 

株主数（人） － 4 11 13 14 － 1,047 1,089

所有株式数（株） － 380 236 641 358 － 11,973 13,588

所有株式数の割合
（％） 

－ 2.80 1.74 4.72 2.63 － 88.11 100.00

  平成19年３月31日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（株） 

発行済株式総
数に対する所
有株式数の割
合（％） 

本多 弘男 東京都文京区 3,430 25.24 

鈴木 友康 東京都千代田区 2,990 22.00 

ＫＤＤＩ（株） 東京都新宿区西新宿二丁目3番2号 500 3.68 

飯田 佳宏 北海道札幌市中央区 265 1.95 

三菱ＵＦＪ信託銀行（株） 
（常任代理人 日本マスタートラ
スト信託銀行（株）） 

東京都千代田区丸の内一丁目4番5号 
（東京都港区浜松町二丁目11番3号） 

200 1.47 

風見 節夫 茨城県つくばみらい市 116 0.85 

日本証券金融（株） 東京都中央区日本橋茅場町一丁目2番10号 113 0.83 

（株）栄電子 東京都千代田区外神田二丁目9番10号 80 0.59 

エムエルピーエフエスカストディ
ー 
（常任代理人 メリルリンチ日本
証券（株）） 

SOUTH TOWER WORLD FINANCIAL CENTER 
NEW YORK NY 10080-0801 USA 
（東京都中央区日本橋一丁目4番1号） 

80 0.59 

寺倉 徳広 愛知県名古屋市東区 74 0.54 

計 － 7,848 57.76 



(7）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 （注） 「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が１株（議決権の数１個）含

まれております。 

②【自己株式等】 

(8）【ストックオプション制度の内容】 

該当事項はありません。 

  平成19年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 
（自己保有株式） 

普通株式   906 
－ － 

完全議決権株式（その他） 普通株式 12,682 12,682 － 

発行済株式総数 13,588 － － 

総株主の議決権 － 12,682 － 

  平成19年３月31日現在

所有者の氏名又
は名称 

所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

（自己保有株式） 

ぷらっとホーム 

株式会社 

東京都千代田区外

神田一丁目18番13

号 

906 － 906 6.67 

計 － 906 － 906 6.67 



２【自己株式の取得等の状況】 

【株式の種類等】 普通株式 

(1）【株主総会決議による取得の状況】 

該当事項はありません。 

(2）【取締役会決議による取得の状況】 

該当事項はありません。 

(3）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】 

該当事項はありません。 

(4）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】 

区分 

当事業年度 当期間 

株式数（株） 
処分価額の総額

（円） 
株式数（株） 

処分価額の総額 
（円） 

引き受ける者の募集を行った取得自己株式 － － － － 

消却の処分を行った取得自己株式 － － － － 

合併、株式交換、会社分割に係る移転を行っ

た取得自己株式 
－ － － － 

その他（新株予約権の権利行使） 36 7,752,600 － － 

保有自己株式数 906 － 906 － 



３【配当政策】 

 当社は、株主に対する長期的かつ総合的な利益の充実を経営の重要課題の一つに掲げております。利益配当につい

ては、経営基盤の一層の強化と事業拡大に必要な内部留保の充実を考慮したうえで、財政状態、利益水準及び配当性

向等を総合的に勘案して検討する方針であります。 

 当社は、中間配当と期末配当の年２回の剰余金の配当を行うことを基本方針としております。これらの剰余金の配

当の決定機関は、期末配当については株主総会、中間配当については取締役会であります。 

 内部留保資金については、効率化・合理化のための設備資金や運転資金等に有効に活用し、経営基盤の強化と事業

の拡大のために努めてまいる所存であります。 

 当社は、「取締役会の決議によって毎年９月30日を基準日として中間配当をすることができる。」旨を定款に定め

ております。 

 なお、当事業年度に係る剰余金の配当は、当期純損失の計上となったことから、まことに遺憾ながら無配といたし

ました。 

４【株価の推移】 

(1）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、東京証券取引所マザーズにおけるものであります。 

(2）【最近６月間の月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、東京証券取引所マザーズにおけるものであります。 

回次 第11期 第12期 第13期 第14期 第15期 

決算年月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 

最高（千円） 294 253 270 464 479 

最低（千円） 82 80 155 190 227 

月別 平成18年10月 11月 12月 平成19年１月 ２月 ３月 

最高（千円） 299 268 260 271 260 245 

最低（千円） 240 227 231 232 232 227 



５【役員の状況】 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 
所有 

株式数 
（株） 

取締役会長   本多 弘男 昭和18年９月20日生 

昭和38年４月 本多通商創業 

昭和47年11月 本多通商株式会社設立 

昭和60年10月 株式会社栄電子入社 

平成５年３月 当社設立 

  当社代表取締役社長就任 

平成13年６月 

平成16年１月 

当社代表取締役会長就任 

当社取締役会長（現） 

(注)２ 3,430 

代表取締役 

社長 
  鈴木 友康 昭和38年９月17日生 

平成元年４月 日商岩井株式会社（現双日株式

会社）入社 

平成８年４月 当社入社 

平成８年９月 当社代表取締役副社長就任 

平成13年６月 当社代表取締役社長就任（現） 

(注)２ 2,990 

取締役 
製商品事業 

本部長 
居村 勝衛 昭和27年１月13日生 

昭和49年４月 富士通部品商事株式会社（現富

士通デバイス株式会社）入社 

昭和60年４月 株式会社ニューテック入社 

昭和60年５月 同社取締役営業部長就任 

平成４年５月 同社常務取締役営業本部長就任 

平成13年３月 同社取締役副社長就任 

平成14年９月 当社入社 プラットワークス事

業部長 

平成15年４月 当社ワークス事業本部長 

平成15年６月 

平成16年４月 

平成17年４月 

平成19年４月 

当社取締役就任（現） 

当社製品事業本部長 

当社製商品事業本部長（現） 

Plat'Home USA Ltd.代表取締役

社長就任（現） 

(注)２ 3 

取締役 管理本部長 河南 邦男 昭和19年８月15日生 

昭和43年４月 本田技研工業株式会社入社 

昭和47年１月 三井建設株式会社（現三井住友

建設株式会社）入社 

平成７年３月 三井道路株式会社（現三井住建

道路株式会社）入社 

平成11年４月 当社入社 経営企画室長 

平成13年９月 内部監査室長 

平成14年４月 社長付グループ企業管理兼務 

平成16年２月 管理本部長（現） 

平成16年６月 当社取締役就任（現） 

(注)２ 14 

取締役  総務部長 風見 節夫 昭和17年７月27日生 

昭和36年３月 関東新日電販売株式会社入社 

昭和38年８月 関東電子機器販売株式会社入社 

平成３年９月 日本ワークシステム株式会社入

社 

平成５年８月 当社入社 

平成６年10月 当社取締役経理部長就任 

平成10年３月 当社取締役管理部長就任 

平成13年６月 当社常務取締役就任 

平成16年６月 当社常勤監査役就任 

平成18年６月 

 平成19年４月 

当社取締役就任（現） 

当社総務部長（現） 

(注)２ 116 

 



 （注）１．監査役北川雄剛、中條嘉則、長澤健夫は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。 

２．取締役の任期は、平成19年６月28日開催の定時株主総会において選任後１年以内に終了する事業年度のうち

最終のものに関する定時株主総会の終結の時までであります。  

３．監査役の任期は、平成16年６月29日開催の定時株主総会において選任後４年以内に終了する事業年度のうち

最終のものに関する定時株主総会の終結の時までであります。なお、監査役栗原 彰は、退任した監査役の

補欠として平成18年６月29日開催の定時株主総会において選任され、退任者の残任期間を引き継いでおりま

すので他の監査役と同じ時期で任期終了となります。 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 
所有 

株式数 
（株） 

常勤監査役   栗原 彰 昭和28年10月９日生 

昭和54年４月 株式会社東方書店入社 

昭和63年３月 株式会社ワンハイラインズ入社 

平成３年10月 池田物産株式会社入社 

平成11年６月 当社入社 

平成16年２月 当社管理本部管理部長 

平成18年６月 当社常勤監査役就任（現） 

(注)３ 3 

監査役   北川 雄剛 昭和７年12月９日生 

昭和30年４月 株式会社日立製作所入社 

平成元年６月 同社取締役就任 

平成３年８月 同社営業統轄本部副本部長兼公

共営業本部長 

平成５年６月 日本コロムビア株式会社常務取

締役電気事業本部副本部長就任 

平成７年３月 同社常務取締役電気事業本部長

就任 

平成９年６月 同社顧問就任 

平成11年６月 同社顧問退任 

平成13年６月 当社常勤監査役就任 

平成16年６月 当社監査役就任（現） 

(注)３ 8 

監査役   中條 嘉則 昭和29年11月23日生 

昭和53年４月 株式会社千葉銀行入行 

昭和58年３月 同行退社 

平成元年10月 司法試験合格 

平成４年４月 蔵王法律事務所入所 

平成８年２月 虎ノ門第一法律事務所開設 

平成10年１月 富士総合法律事務所に参加 

平成13年６月 当社監査役就任（現） 

平成14年６月 鈴木・中條法律事務所開設

（現） 

(注)３ － 

監査役   長澤 健夫 大正13年９月７日生 

昭和61年６月 日商エレクトロニクス株式会社

代表取締役社長就任 

平成元年６月 同社相談役就任 

平成２年６月 日商岩井株式会社（現双日株式

会社）顧問就任 

平成５年６月 当社監査役就任（現） 

(注)３ 60 

        計   6,624 



６【コーポレート・ガバナンスの状況】 

(1) コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方 

 当社は、市場の変化に対応しうる機動性を確保するため、経営判断の迅速化を図るとともに経営へのチェック機

能を強化し透明性を確保していくことが重要であると認識しております。当社においては、経営に関する重要方針

や基本的戦略等は取締役会にて決定され、また、取締役会は業務執行の監督、提言も行っております。監査役は業

務の執行状況を監視し、必要に応じて忌憚無くアドバイスをし、監査を行っております。取締役会で決定した重要

事項は、東京証券取引所に適時開示するとともに自社ホームページにおいて開示し、経営の透明性に配慮していま

す。今後も継続して、取締役会、監査役会の機能強化を図っていくとともに、より健全で透明性の高い経営管理組

織を構築すべくコーポレート・ガバナンスの充実を図ってまいります。 

(2) コーポレート・ガバナンスに関する施策の実施状況 

① 会社の経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況 

・ 会社の機関は、株主総会及び取締役のほか、取締役会、監査役、監査役会、会計監査人を置きます。経営管

理組織の規模を鑑み、委員会設置会社への移行は現在考えておりません。 

・ 監査役は、４名のうち３名が社外監査役であります。 

・ 会社の重要方針や基本戦略は取締役会にて決定します。業務の執行状況は、担当取締役や事業部の責任者が

取締役会に報告し、取締役会はこれを監督し、必要な提言を行います。 

・ 社長直轄の内部監査室（１名）を設け、監査役会及び会計監査人とも連携しながら内部統制の強化を図って

おります。 

・ 顧問弁護士には、法律上の判断が必要な事項が発生した場合随時意見を求め、適切に判断できるよう努めて

おります。法律の解釈が困難な事項に関しては、複数の弁護士の意見を求め、遵法の徹底を図っております。

・ 会計監査人には、あずさ監査法人を選任し、正しい経営情報を提供するなど公正不偏な立場から監査が実施

される環境を整備しております。なお、当事業年度において業務を執行した公認会計士の氏名、監査業務に係

る補助者の構成は下記のとおりであります。 

 業務を執行した公認会計士の氏名 

  指定社員 業務執行社員：公認会計士 潮来 克士、公認会計士 寺田 昭仁 

 監査業務に係る補助者の構成 

  公認会計士 ２名、その他 ６名 

・ 当社の企業倫理についての方針を、平成13年に「ぷらっとホーム・ビジネスコード」として定め、コンプラ

イアンスや企業の社会責任に関してすべての役職員が遵守すべき基本的事項を管理部が中心となり社内研修等

を通じ徹底を図っております。 

・ 情報取扱責任者である取締役管理本部長をはじめとする情報開示体制を整備し、会社に関するすべての重要

事項について公平・適時・正確な情報開示に努めております。 



② 会社と会社の社外取締役及び社外監査役の人的関係、資本的関係又は取引関係その他の利害関係の概要 

 当社では社外取締役を選任しておりません。また、社外監査役及び社外監査役が取締役に就任している会社と

の人事、資金、技術及び取引等の関係はありません。社外監査役である北川雄剛及び長澤健夫は、当社株式を所

有しております。社外監査役は、従前どおり当社もしくは子会社の出身ではありません。 

③ 会社のコーポレート・ガバナンスの充実に向けた取り組みの最近１年間における実施状況 

 経営の基本方針その他重要事項を決定する取締役会を定例で毎月最低１回、また必要に応じて臨時に開催して

おります。この他、社長、会長を含む常勤取締役及び常勤監査役からなる常勤役員会を毎月１回開催し、事業環

境の分析、利益計画の進捗状況などの情報を共有化し、経営判断に反映させております。 

(3) 役員報酬及び監査報酬の内容 

① 役員報酬 

  社内取締役に支払った報酬               86,283千円 

  監査役に支払った報酬                 17,640千円 

      合 計                    103,923千円 

  （注）１．当社には社外取締役がいないため、社外取締役に支払った報酬はありません。 

     ２．当期中の退任監査役の報酬を含んでおります。 

② 監査報酬 

  公認会計士法第２条第１項に規定する業務に基づく報酬  10,800千円 

(4) 責任限定契約の内容の概要 

 当社と各社外監査役は、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契

約を締結しております。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、法令が規定する額としております。 

(5) 取締役の定数 

 当社の取締役は12名以内とする旨定款に定めております。 

(6) 取締役の選任の決議要件 

 当社は、取締役の選任決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主

が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨、及びその選任決議は累積投票によらない旨定款に定めておりま

す。 

(7) 中間配当の決定機関 

 当社は、取締役会の決議によって中間配当をすることができる旨定款に定めております。これは、株主への機動

的な利益還元を行うことを目的とするものであります。 

(8) 自己の株式の取得の決定機関 

 当社は、会社法第165条第２項の規定により、取締役会の決議によって市場取引等により自己の株式を取得する

ことができる旨定款に定めております。これは、機動的な資本政策の遂行を目的とするものであります。 

(9) 株主総会の特別決議要件 

 当社は、会社法第309条第２項に定める株主総会の特別決議要件について、議決権を行使することができる株主

の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨定款に定めておりま

す。これは、株主総会における特別決議の定足数を緩和することにより、株主総会の円滑な運営を行うことを目的

とするものであります。 



第５【経理の状況】 

１．財務諸表の作成方法について 

  当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下「財

務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、 前事業年度（平成17年４月１日から平成18年３月31日まで）は、改正前の財務諸表等規則に基づき、当事

業年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作成しております。

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前事業年度（平成17年４月１日から平成18年３月31日まで）及

び当事業年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）の財務諸表について、あずさ監査法人により監査を受

けております。 

３．連結財務諸表について 

 当社は子会社がありませんので、連結財務諸表を作成しておりません。 



【財務諸表等】 

(1）【財務諸表】 

①【貸借対照表】 

   
前事業年度 

（平成18年３月31日） 
当事業年度 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
構成比
（％） 

金額（千円） 
構成比
（％） 

（資産の部）              

Ⅰ 流動資産              

１．現金及び預金     3,742,828     3,615,068  

２．売掛金     467,893     514,917  

３．商品     57,168     50,044  

４．製品     6,397     6,510  

５．原材料     29,271     55,430  

６．前払費用     29,005     29,191  

７．その他     5,474     6,670  

貸倒引当金     △702     △773  

流動資産合計     4,337,336 87.6   4,277,059 88.9 

Ⅱ 固定資産              

１．有形固定資産              

(1）建物   161,386     161,386    

減価償却累計額   59,929 101,456   72,568 88,818  

(2）工具器具及び備品   129,225     129,626    

減価償却累計額   93,129 36,095   101,837 27,788  

有形固定資産合計     137,552 2.8   116,607 2.4 

２．無形固定資産              

(1）電話加入権     2,028     2,028  

(2）ソフトウェア     48,337     14,427  

(3）その他     1,974     1,722  

無形固定資産合計     52,340 1.0   18,178 0.4 

３．投資その他の資産              

(1）投資有価証券     298,796     294,937  

(2）長期前払費用     7     532  

(3）敷金保証金     125,133     106,363  

投資その他の資産合計     423,937 8.6   401,832 8.3 

固定資産合計     613,831 12.4   536,618 11.1 

資産合計     4,951,167 100.0   4,813,678 100.0 

               
 



   
前事業年度 

（平成18年３月31日） 
当事業年度 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
構成比
（％） 

金額（千円） 
構成比
（％） 

（負債の部）              

Ⅰ 流動負債              

１．買掛金     592,026     581,354  

２．未払金     33,678     40,477  

３．未払費用     7,116     6,307  

４．未払法人税等     13,010     10,995  

５．未払消費税等     1,132     6,161  

６．前受金     30,407     15,261  

７．預り金     3,442     3,227  

８．賞与引当金     18,736     17,158  

流動負債合計     699,550 14.1   680,944 14.2 

Ⅱ 固定負債              

１．退職給付引当金     10,415     9,543  

２．繰延税金負債     －     505  

固定負債合計     10,415 0.2   10,049 0.2 

負債合計     709,965 14.3   690,994 14.4 

               

（資本の部）              

Ⅰ 資本金 ※１   2,414,700 48.8   － － 

Ⅱ 資本剰余金              

１．資本準備金   603,675     －    

２．その他資本剰余金              

(1）資本金及び資本準備
金減少差益 

  4,961,645     －    

資本剰余金合計     5,565,320 112.4   － － 

Ⅲ 利益剰余金              

１．利益準備金   5,400     －    

２．任意積立金              

(1）別途積立金   70,000     －    

３．当期未処理損失   3,649,597     －    

利益剰余金合計     △3,574,197 △72.2   － － 

Ⅳ 自己株式 ※２   △164,621 △3.3   － － 

資本合計     4,241,201 85.7   － － 

負債資本合計     4,951,167 100.0   － － 

               
 



   
前事業年度 

（平成18年３月31日） 
当事業年度 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
構成比
（％） 

金額（千円） 
構成比
（％） 

（純資産の部）               

Ⅰ 株主資本               

１．資本金     － －   2,414,700 50.2 

２．資本剰余金               

(1）資本準備金   －     603,675     

(2）その他資本剰余金   －     4,963,106     

資本剰余金合計     － －   5,566,781 115.6 

３．利益剰余金               

(1）利益準備金   －     5,400     

(2）その他利益剰余金               

別途積立金   －     70,000     

繰越利益剰余金   －     △3,776,605     

利益剰余金合計     － －   △3,701,205 △76.9 

４．自己株式     － －   △158,329 △3.3 

株主資本合計     － －   4,121,946 85.6 

Ⅱ 評価・換算差額等               

１．その他有価証券評価差
額金 

    － －   737 0.0 

評価・換算差額等合計     － －   737 0.0 

純資産合計     － －   4,122,683 85.6 

負債純資産合計     － －   4,813,678 100.0 

               



②【損益計算書】 

   
前事業年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
百分比
（％） 

金額（千円） 
百分比
（％） 

Ⅰ 売上高              

１．商品売上高   2,180,068     1,816,795    

２．製品売上高   1,040,757     1,135,351    

３．その他   79,184 3,300,010 100.0 97,771 3,049,919 100.0 

Ⅱ 売上原価              

１．商品売上原価              

(1）商品期首たな卸高   144,922     57,168    

(2）当期商品仕入高   1,667,547     1,384,614    

合計   1,812,469     1,441,783    

(3）他勘定振替高 ※１ 2,212     952    

(4）商品期末たな卸高 ※３ 57,168     50,044    

商品売上原価   1,753,088     1,390,786    

２．製品売上原価              

(1）製品期首たな卸高   10,133     6,397    

(2）当期製品製造原価   809,247     862,214    

合計   819,380     868,612    

(3）他勘定振替高 ※２ 8,585     2,302    

(4）製品期末たな卸高 ※３ 6,397     6,510    

製品売上原価   804,397     859,799    

３．その他   29,228 2,586,714 78.4 41,766 2,292,353 75.2 

売上総利益     713,295 21.6   757,566 24.8 

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※４            

１．運送費   25,871     18,295    

２．広告宣伝費   12,511     8,980    

３．貸倒引当金繰入額   150     71    

４．役員報酬   99,042     103,923    

５．給与及び賞与   291,852     282,783    

６．賞与引当金繰入額   17,818     15,540    

７．退職給付費用   11,284     10,882    

８．法定福利費   32,295     31,001    

９．支払手数料   75,720     70,424    

10．地代家賃   121,017     113,229    

11．減価償却費   69,628     56,788    

12．その他   205,008 962,202 29.1 170,367 882,288 28.9 

営業損失     248,906 △7.5   124,722 △4.1 

 



   
前事業年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
百分比
（％） 

金額（千円） 
百分比
（％） 

Ⅳ 営業外収益              

１．受取利息   65     3,872    

２．業務代行収入   －     2,131    

３．受取保険配当金   223     289    

４．受取賠償金   99     20    

５．不用品売却収入   84     －    

６．施設使用料収入   72     －    

７．その他   88 633 0.0 236 6,550 0.2 

Ⅴ 営業外費用              

１．為替差損   330     666    

２．投資事業組合持分損失   1,146     6,174    

３．自己株式取得手数料   268     －    

４．その他   8 1,753 0.1 － 6,840 0.2 

経常損失     250,026 △7.6   125,013 △4.1 

Ⅵ 特別損失              

１．有形固定資産除却損   21,479     374    

２．無形固定資産除却損   485     0    

３．店舗閉鎖費用   11,596     －    

４．本社移転費用   7,561     －    

５．リース解約損   1,498 42,621 1.3 － 374 0.0 

税引前当期純損失     292,648 △8.9   125,387 △4.1 

法人税、住民税及び事
業税 

    4,210 0.1   1,620 0.1 

当期純損失     296,858 △9.0   127,007 △4.2 

前期繰越損失     3,352,738     －  

当期未処理損失     3,649,597     －  

               



製造原価明細書 

 （注） 

   
前事業年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
構成比
（％） 

金額（千円） 
構成比
（％） 

Ⅰ 材料費   716,069 88.4 781,388 90.6 

Ⅱ 労務費 ※１ 46,495 5.8 34,699 4.0 

Ⅲ 経費 ※２ 47,093 5.8 46,448 5.4 

当期総製造費用   809,658 100.0 862,536 100.0 

他勘定振替高 ※３ 411   322  

当期製品製造原価   809,247   862,214  

           

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

※１．このうちには、次のものが含まれております。 ※１．このうちには、次のものが含まれております。 

賞与引当金繰入額 835千円 賞与引当金繰入額 1,559千円 

※２．このうち、主なものは、次のとおりであります。 ※２．このうち、主なものは、次のとおりであります。 

地代家賃 16,352千円 

特許権使用料 10,000千円 

減価償却費 5,099千円 

地代家賃 17,179千円 

特許権使用料 10,000千円 

減価償却費 4,648千円 

※３．他勘定振替高の内訳は、次のとおりであります。 ※３．他勘定振替高の内訳は、次のとおりであります。 

工具器具備品 315千円 

その他 96千円 

計 411千円 

研究開発費 173千円 

その他 148千円 

計 322千円 

（原価計算の方法） （原価計算の方法） 

 実際組別総合原価計算を採用しております。 同左 



その他売上原価明細書 

 （注） 

   
前事業年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
構成比
（％） 

金額（千円） 
構成比
（％） 

Ⅰ 材料費   1,761 6.0 903 2.2 

Ⅱ 労務費 ※１ 1,638 5.6 1,242 3.0 

Ⅲ 外注費   25,828 88.4 39,518 94.6 

Ⅳ 経費   － － 102 0.2 

その他売上原価   29,228 100.0 41,766 100.0 

           

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

※１．このうちには、次のものが含まれております。 ※１．このうちには、次のものが含まれております。 

賞与引当金繰入額 81千円 賞与引当金繰入額 58千円 

（原価計算の方法） （原価計算の方法） 

 実際個別原価計算を採用しております。 同左 



③【株主資本等変動計算書】 

当事業年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

 

株  主  資  本 
評価・換算

差額等 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 
株主資本
合計 

その他有
価証券評
価差額金 

資本準備
金 

その他資
本剰余金 

利益準備
金 

その他利益剰余金 

別途積立
金 

繰越利益剰
余金 

平成18年３月31日 残高 
（千円） 

2,414,700 603,675 4,961,645 5,400 70,000 △3,649,597 △164,621 4,241,201 － 

事業年度中の変動額                  

当期純損失（△） － － － － － △127,007 － △127,007 － 

自己株式の処分 － － 1,461 － － － 6,291 7,752 － 

株主資本以外の項目の事
業年度中の変動額（純
額） 

－ － － － － － － － 737 

事業年度中の変動額合計 
（千円） 

－ － 1,461 － － △127,007 6,291 △119,255 737 

平成19年３月31日 残高 
（千円） 

2,414,700 603,675 4,963,106 5,400 70,000 △3,776,605 △158,329 4,121,946 737 



④【キャッシュ・フロー計算書】 

   
前事業年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー      

 税引前当期純損失   292,648 125,387 

 減価償却費   74,727 61,437 

 貸倒引当金の増減額   150 71 

 賞与引当金の増減額   △1,406 △1,577 

 退職給付引当金の増減額   460 △871 

 受取利息及び受取配当金   △65 △3,872 

 為替差損益   △203 △12 

 売上債権の増減額   △94,535 △47,024 

 たな卸資産の増減額   98,031 △19,147 

 仕入債務の増減額   △38,663 △10,672 

 敷金保証金の増減額   15,643 13,698 

 その他   15,246 13,072 

小計   △223,261 △120,286 

 利息及び配当金の受取額   65 1,632 

 法人税等の支払額   △4,210 △4,288 

営業活動によるキャッシュ・フロー   △227,407 △122,942 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー      

 定期預金の預入による支出   － △1,000,000 

 投資有価証券の取得による支出   △300,000 △1,400 

 有形固定資産の取得による支出   △51,276 △5,377 

 無形固定資産の取得による支出   △12,391 △5,244 

 その他   － △560 

投資活動によるキャッシュ・フロー   △363,668 △1,012,582 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー      

 自己株式の取得による支出   △92,388 － 

 自己株式の売却による収入   － 7,752 

財務活動によるキャッシュ・フロー   △92,388 7,752 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額   203 12 

Ⅴ 現金及び現金同等物の減少額   683,260 1,127,759 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高   4,426,088 3,742,828 

Ⅶ 現金及び現金同等物の期末残高 ※１ 3,742,828 2,615,068 

       



⑤【損失処理計算書】 

   
前事業年度 

（株主総会承認日 
平成18年６月29日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 

（当期未処理損失の処理）    

Ⅰ 当期未処理損失   3,649,597 

Ⅱ 次期繰越損失   3,649,597 

（その他資本剰余金の処分）    

Ⅰ その他資本剰余金   4,961,645 

Ⅱ その他資本剰余金次期繰
越額 

  4,961,645 

     



重要な会計方針 

項  目 
前事業年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１．有価証券の評価基準及び

評価方法 

その他有価証券 

時価のないもの 

移動平均法による原価法 

 なお、投資事業有限責任組合及び

これに類する組合への出資（証券取

引法第２条第２項により有価証券と

みなされるもの）については、組合

契約に規定される決算報告日に応じ

て入手可能な 近の決算書を基礎と

し、持分相当額を純額で取り込む方

法によっております。 

その他有価証券 

時価のないもの 

移動平均法による原価法 

 なお、投資事業有限責任組合及び

これに類する組合への出資（証券取

引法第２条第２項により有価証券と

みなされるもの）については、組合

契約に規定される決算報告日に応じ

て入手可能な 近の決算書を基礎と

し、持分相当額を純額で取り込む方

法によっております。また、組合が

その他有価証券を保有している場合

で当該有価証券に評価差額がある場

合には、評価差額に対する持分相当

額をその他有価証券評価差額金に計

上することとしております。 

２．たな卸資産の評価基準及

び評価方法 

商品、製品、原材料 

 移動平均法による原価法 

商品、製品、原材料 

同左 

  仕掛品 

システム開発案件は個別法による原価

法、その他は移動平均法による原価法 

────── 

３．固定資産の減価償却の方

法 

(1）有形固定資産 

定率法（ただし、平成10年４月１日

以降に取得した建物(附属設備を除

く)は定額法） 

 なお、耐用年数は以下のとおりで

あります。 

(1）有形固定資産 

定率法（ただし、平成10年４月１日

以降に取得した建物(附属設備を除

く)は定額法） 

 なお、耐用年数は以下のとおりで

あります。 

  建物       ２～18年 

工具器具及び備品 ２～20年 

建物       ８～15年 

工具器具及び備品 ２～20年 

  (2）無形固定資産 (2）無形固定資産 

   定額法 

 ソフトウェア（自社利用）につい

ては、社内における利用可能期間

（５年）に基づく定額法 

同左 

  (3）長期前払費用 (3）長期前払費用 

   均等償却 同左 

４．外貨建の資産及び負債の

本邦通貨への換算基準 

 外貨建金銭債権債務は、期末日の直物

為替相場により円貨に換算し、換算差額

は損益として処理しております。 

同左 

５．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 (1）貸倒引当金 

   売上債権等の貸倒れによる損失に

備えるため、一般債権については貸

倒実績率により、貸倒懸念債権等特

定の債権については財務内容評価法

に基づき個別に回収可能性を勘案

し、回収不能見込額を計上しており

ます。 

同左 

 



項  目 
前事業年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

  (2）賞与引当金 (2）賞与引当金 

   従業員に対する賞与の支給に備え

るため、将来の支給見込額のうち、

当事業年度の負担額を計上しており

ます。 

同左 

  (3）退職給付引当金 (3）退職給付引当金 

   従業員の退職給付に備えるため、

退職給付会計に関する実務指針(中間

報告)(日本公認会計士協会 会計制

度委員会報告第13号)に定める簡便法

(期末自己都合要支給額を退職給付債

務とする方法)により、当事業年度末

において発生していると認められる

額を計上しております。 

同左 

６．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取

引に係る方法に準じた会計処理によって

おります。 

同左 

７．キャッシュ・フロー計算

書における資金の範囲 

 手許現金、随時引き出し可能な預金及

び容易に換金可能であり、かつ、価値の

変動について僅少なリスクしか負わない

取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来

する短期投資からなっております。 

同左 

８．その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項 

消費税等の会計処理 

 消費税及び地方消費税の会計処理は税

抜方式によっております。 

消費税等の会計処理 

同左 



会計処理の変更 

表示方法の変更 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１．固定資産の減損に係る会計基準 

 当事業年度から「固定資産の減損に係る会計基準」

（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意

見書」（企業会計審議会 平成14年８月９日））及び

「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業

会計基準委員会 平成15年10月31日 企業会計基準適

用指針第６号）を適用しております。これによる損益

に与える影響はありません。 

１．        ────── 

２．        ────── ２．貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準 

 当事業年度から「貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準」（企業会計基準第５号 平成17年12

月９日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関す

る会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第

８号 平成17年12月９日）を適用しております。 

 従来の資本の部の合計に相当する金額は4,122,683千

円であります。 

 なお、財務諸表等規則の改正により、当事業年度に

おける貸借対照表の純資産の部については、改正後の

財務諸表等規則により作成しております。 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

（損益計算書） ────── 

１．前事業年度において営業外収益の「その他」に含め

ておりました「受取賠償金」は、営業外収益の総額の

10/100を超えたため、当事業年度から区分掲記するこ

とといたしました。 

 なお、前事業年度の「受取賠償金」は14千円であり

ます。 

２．前事業年度において営業外収益の「その他」に含め

ておりました「不用品売却収入」は、営業外収益の総

額の10/100を超えたため、当事業年度から区分掲記す

ることといたしました。 

 なお、前事業年度の「不用品売却収入」は5千円であ

ります。 

 



注記事項 

（貸借対照表関係） 

（損益計算書関係） 

前事業年度 
（平成18年３月31日） 

当事業年度 
（平成19年３月31日） 

※１．授権株式数及び発行済株式総数 ※１．      ────── 

授権株式数 普通株式 36,000株 

発行済株式総数 普通株式 13,588株 

 

※２．自己株式の保有数 ※２．      ────── 

普通株式   942株  

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

※１．他勘定振替高の内訳は以下のとおりであります。 ※１．他勘定振替高の内訳は以下のとおりであります。 

消耗品費 1,513千円 

販売促進費 359千円 

工具器具及び備品 276千円 

その他 62千円 

計 2,212千円 

消耗品費 893千円 

その他 59千円 

計 952千円 

※２．他勘定振替高の内訳は以下のとおりであります。 ※２．他勘定振替高の内訳は以下のとおりであります。 

消耗品費 3,936千円 

工具器具及び備品 3,308千円 

材料費 1,340千円 

計 8,585千円 

工具器具及び備品 1,102千円 

消耗品費 726千円 

材料費 473千円 

計 2,302千円 

※３．製商品期末たな卸高は陳腐化評価減4,210千円控除

後の金額であります。 

※３．製商品期末たな卸高は陳腐化評価減442千円控除後

の金額であります。 

※４．研究開発費の総額 ※４．研究開発費の総額 

一般管理費及び当期製造費用に含まれている研究

開発費 

一般管理費及び当期製造費用に含まれている研究

開発費 

  69,063千円   55,875千円 



（株主資本等変動計算書関係） 

当事業年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注） 普通株式の自己株式の株式数の減少36株は、ストック・オプションの行使に伴う自己株式の処分によるもの

であります。 

２．配当に関する事項 

 該当事項はありません。 

（キャッシュ・フロー計算書関係） 

 
前事業年度末株式
数（株） 

当事業年度増加株
式数（株） 

当事業年度減少株
式数（株） 

当事業年度末株式
数（株） 

発行済株式        

普通株式 13,588 － － 13,588 

合計 13,588 － － 13,588 

自己株式        

普通株式（注） 942 － 36 906 

合計 942 － 36 906 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

※１．現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関係 

※１．現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関係 

             （平成18年３月31日現在）              （平成19年３月31日現在） 

現金及び預金勘定 3,742,828千円 

現金及び現金同等物 3,742,828千円 

現金及び預金勘定 3,615,068千円 

預入期間が３ヶ月を超える 

定期預金 
△1,000,000千円 

現金及び現金同等物 2,615,068千円 



（リース取引関係） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額 

 
取得価額
相当額 
（千円） 

減価償却
累計額相
当額 
（千円） 

期末残高
相当額 
（千円） 

工具器具及び
備品 

10,825 7,629 3,196 

合 計 10,825 7,629 3,196 

 
取得価額
相当額 
（千円） 

減価償却
累計額相
当額 
（千円） 

期末残高
相当額 
（千円） 

工具器具及び
備品 

7,773 6,506 1,266 

合 計 7,773 6,506 1,266 

２．未経過リース料期末残高相当額等 ２．未経過リース料期末残高相当額等 

  未経過リース料期末残高相当額   未経過リース料期末残高相当額 

１年内 2,033千円 

１年超 1,386千円 

合計 3,420千円 

１年内 1,314千円 

１年超 72千円 

合計 1,386千円 

３．支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価

償却費相当額、支払利息相当額及び減損損失 

３．支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価

償却費相当額、支払利息相当額及び減損損失 

支払リース料 6,369千円 

減価償却費相当額 5,463千円 

支払利息相当額 292千円 

支払リース料 2,139千円 

減価償却費相当額 1,929千円 

支払利息相当額 105千円 

４．減価償却費相当額の算定方法 ４．減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっております。 

同左 

５．利息相当額の算定方法 ５．利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得価額相当額との

差額を利息相当額とし、各期への配分方法について

は、利息法によっております。 

同左 

 （減損損失について） 

  リース資産に配分された減損損失はありません。 

 （減損損失について） 

同左 



（有価証券関係） 

時価評価されていない主な有価証券の内容 

（デリバティブ取引関係） 

前事業年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

当社はデリバティブ取引を全く行っておりませんので、該当事項はありません。 

当事業年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

当社はデリバティブ取引を全く行っておりませんので、該当事項はありません。 

（退職給付関係） 

１．採用している退職給付制度の概要 

 当社は、確定給付型の制度として、厚生年金基金制度（複数事業主制度）及び退職一時金制度を設けており

ます。また、従業員の退職等に際して割増退職金を支払う場合があります。 

２．退職給付債務及びその内訳 

 （注）１．厚生年金基金制度は含めておりません。なお、前事業年度の年金資産の額は113,221千円、当事業年

度の年金資産の額は104,388千円であります。 

２．退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用しております。 

３．退職給付費用の内訳 

 （注）１．厚生年金基金制度は含めておりません。なお、前事業年度の年金拠出額は14,952千円、当事業年度の

年金拠出額は13,963千円であります。 

２．簡便法を採用しているため、退職給付費用は勤務費用としております。 

  
前事業年度（平成18年３月31日） 当事業年度（平成19年３月31日） 

貸借対照表計上額（千円） 貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券     

非上場株式 － 1,400 

投資事業有限責任組合出資金 298,796 293,537 

計 298,796 294,937 

 
前事業年度 

（平成18年３月31日） 
当事業年度 

（平成19年３月31日） 

退職給付債務    

退職給付引当金（千円） 10,415 9,543 

 
前事業年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

退職給付費用    

勤務費用（千円） 3,099 3,259 



（ストック・オプション等関係） 

当事業年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

 ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況 

 １．ストック・オプションの内容 

 （注）１．株式数に換算して記載しております。 

 ２．（1）新株予約権者は、新株予約権の行使時において、当社または当社の関係会社の取締役、執行

役、監査役または従業員の地位を有していることを要する。ただし、当社または当社の関係会

社の取締役、執行役、もしくは監査役が任期満了により退任した場合もしくは従業員が定年退

職した場合には、この限りではない。 

 （2）その他の条件については、定時株主総会決議及び取締役会決議に基づき、当社と新株予約権者

との間で締結する「新株予約権割当契約」に定めるところによる。 

２．ストック・オプションの規模及びその変動状況 

 当事業年度において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプションの数について

は、株式数に換算して記載しております。 

（1）ストック・オプションの数 

（2）単価情報 

  平成17年ストック・オプション 

付与対象者の区分及び人数 
 当社取締役   ２名 

 当社従業員   34名 

株式の種類別のストック・オプション

の数（注１） 
 普通株式    449株 

付与日  平成17年８月12日 

権利確定条件     （注２） 

対象勤務期間 
 自平成17年８月12日 

 至平成18年９月30日 

権利行使期間 
 自平成17年11月15日 

 自平成18年12月29日 

  平成17年ストック・オプション 

権利確定前      （株）   

前事業年度末 367 

付与 － 

失効 367 

権利確定 － 

未確定残 － 

権利確定後      （株）   

前事業年度末 42 

権利確定 － 

権利行使 36 

失効 6 

未行使残 － 

  平成17年ストック・オプション 

権利行使価格      （円） 215,350 

行使時平均株価     （円） 309,750 

付与日における公正な評価単価（円） － 



（税効果会計関係） 

（持分法損益等） 

前事業年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

該当事項はありません。 

当事業年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

該当事項はありません。 

前事業年度 
（平成18年３月31日） 

当事業年度 
（平成19年３月31日） 

１．繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳 １．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

繰延税金資産 （千円）

  税務上の繰越欠損金 1,508,047

  たな卸資産 13,049

  賞与引当金 7,625

  退職給付引当金 4,239

  未払事業税 3,582

  その他 4,353

  小  計 1,540,898

  評価性引当額 △1,540,898

  合  計 －

繰延税金資産 （千円）

  税務上の繰越欠損金 1,554,082

  たな卸資産 12,777

  賞与引当金 6,983

  研究開発費 5,665

  退職給付引当金 3,884

  未払事業税 3,849

  その他 3,300

  小  計 1,590,543

  評価性引当額 △1,590,543

  合  計 －

繰延税金負債  

  その他有価証券評価差額金 △505

  合  計 △505

  繰延税金負債の純額 △505

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

法定実効税率 40.7％ 

（調整）    

交際費等永久に損金算入されない

項目 

△0.6％ 

住民税均等割等 △1.4％ 

評価性引当増加額 △40.1％ 

その他 0.0％ 

税効果会計適用後の法人税等の負

担率 
△1.4％ 

法定実効税率 40.7％ 

（調整）    

交際費等永久に損金算入されない

項目 

△1.1％ 

住民税均等割等 △1.3％ 

評価性引当増加額 △39.6％ 

その他 △0.0％ 

税効果会計適用後の法人税等の負

担率 
△1.3％ 



【関連当事者との取引】 

前事業年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

 （1）役員及び個人主要株主等 

 （注） ストック・オプションとして旧商法第280条ノ20並びに第280条ノ21の規定による新株予約権を付与しており、

その内容は以下のとおりです。 

当事業年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

 該当事項はありません。 

（１株当たり情報） 

 （注）１．潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、前事業年度は１株当たり当期純損失を計上しているた

め、当事業年度は１株当たり当期純損失であり、また、潜在株式が存在しないため、記載しておりません。

２．１株当たり当期純損失の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

属性 
会社等の 
名称 

住所 
資本金又
は出資金 
(千円) 

事業の内容
又は職業 

議決権等の
所有（被所
有）割合 

関係内容 

取引の内容
取引金額 
(千円) 

科目 
期末残高
(千円) 役員の兼

任等 
事業上の

関係 

役員 居村勝衛 － － 
当社 

取締役 

(被所有) 

直接 

－％ 

－ － 
新株予約権

の付与(注)
－ － － 

役員 河南邦男 － － 
当社 

取締役 

(被所有) 

直接 

0.09％ 

－ － 
新株予約権

の付与(注)
－ － － 

株主総会の特別決議日 氏  名 

平成18年３月31日現在 

新株予約権の数 
（目的となる株式の種類及び数） 

行使時払込金額 

平成17年６月29日 
居村勝衛 89個（普通株式89株） 新株予約権1個当たり 

215,350円 河南邦男 89個（普通株式89株） 

項  目 
前事業年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１株当たり純資産額（円） 335,378.93 325,081.52 

１株当たり当期純損失（円） 23,328.74 10,021.15 

 
前事業年度 

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

当期純損失（千円） 296,858 127,007 

普通株主に帰属しない金額（千円） － － 

普通株式に係る当期純損失（千円） 296,858 127,007 

期中平均株式数（株） 12,725 12,674 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整

後１株当たり当期純利益の算定に含めなか

った潜在株式の概要 

新株予約権１種類（新株予約権の

数409個）。 

この詳細は、「第４ 提出会社の

状況、１ 株式等の状況、（2）新

株予約権等の状況」に記載のとお

りであります。 

────── 



（重要な後発事象） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

──────  当社は、平成19年４月18日開催の取締役会におきま

して、米国カリフォルニア州に当社全額出資による海

外子会社の設立を決議いたしました。       

１．子会社設立の理由 

 当社は、独立行政法人日本貿易振興機構（以下ジ

ェトロ）と、ジェトロが実施する事業である「ベン

チャー・インキュベーションin USA」（以下 本事

業）の支援対象企業となる協定を平成19年３月20日

に締結し、本事業が運営するインキュベーション・

センター（米国シリコンバレー）にマイクロサーバ

の市場調査及び顧客開拓等を目的とした事務所を開

設することといたしましたが、当事務所の運営にあ

たり現地に子会社を設立するものであります。 

２．設立する子会社の概要 

（1）商号      Plat'Home USA Ltd. 

（2）代表者     居村 勝衛 

          （当社取締製商品事業本部長） 

（3）所在地     米国カリフォルニア州サンノゼ

（4）設立時期    平成19年４月 

（5）主な事業の内容 市場調査、顧客開拓活動 

（6）決算期     ３月末 

（7）資本金     30,000USドル（当社全額出資）

３．今後の見通し 

 本件による当社の業績に与える影響は軽微の見通

しです。 



⑥【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【株式】 

【その他】 

【有形固定資産等明細表】 

  

【社債明細表】 

該当事項はありません。  

【借入金等明細表】 

該当事項はありません。 

【引当金明細表】 

 （注）貸倒引当金の「当期減少額（その他）」は、一般債権の貸倒実績率による洗替額であります。 

投資有価証券 
その他 
有価証券 

銘柄 株式数（株） 
貸借対照表計上額 

（千円） 

ソフトイーサ（株） 1,400 1,400 

計 1,400 1,400 

投資有価証券 
その他 
有価証券 

種類及び銘柄 投資口数等（口） 
貸借対照表計上額 

（千円） 

投資事業有限責任組合出資金 3 293,537 

計 3 293,537 

資産の種類 
前期末残高 

（千円） 

当期増加額 

（千円） 

当期減少額 

（千円） 

当期末残高 

（千円） 

当期末減価償
却累計額又は
償却累計額 

（千円） 

当期償却額 

（千円） 

差引当期末残
高 

（千円） 

有形固定資産              

建物 161,386 － － 161,386 72,568 12,638 88,818

工具器具及び備品 129,225 4,933 4,533 129,626 101,837 12,865 27,788

有形固定資産計 290,612 4,933 4,533 291,013 174,405 25,504 116,607

無形固定資産              

電話加入権 2,028 － － 2,028 － － 2,028

ソフトウェア 206,670 1,734 45,443 162,961 148,533 35,644 14,427

その他 2,524 － 0 2,524 802 252 1,722

無形固定資産計 211,223 1,734 45,443 167,514 149,336 35,897 18,178

長期前払費用 238 560 238 560 28 35 532

繰延資産              

－ － － － － － － －

繰延資産計 － － － － － － －

区分 
前期末残高 
（千円） 

当期増加額 
（千円） 

当期減少額 
（目的使用） 
（千円） 

当期減少額 
（その他） 
（千円） 

当期末残高 
（千円） 

貸倒引当金 702 773 － 702 773 

賞与引当金 18,736 17,158 18,736 － 17,158 



(2）【主な資産及び負債の内容】 

① 流動資産 

ａ．現金及び預金 

ｂ．売掛金 

(イ）相手先別内訳 

(ロ）売掛金の発生及び回収並びに滞留状況 

 （注） 当期発生高には消費税等が含まれております。 

区分 金額（千円） 

現金 541 

預金  

当座預金 258,063 

普通預金 2,353,999 

外貨建預金 2,464 

定期預金 1,000,000 

小計 3,614,527 

合計 3,615,068 

相手先 金額（千円） 

日本ＳＧＩ（株） 62,200 

ファーストサーバ（株） 45,547 

（株）発明通信社 44,710 

ソフトバンクＢＢ（株） 32,824 

ダイワボウ情報システム（株） 24,799 

その他 304,833 

合計 514,917 

前期繰越高 
（千円） 

当期発生高 
（千円） 

当期回収高 
（千円） 

次期繰越高 
（千円） 

回収率（％） 滞留期間（日） 

(A) (B) (C) (D) 
(C) 

───── 
(A) ＋ (B)

× 100 

(A) ＋ (D) 
───── 

２ 
────── 

(B) 
───── 

365 

467,893 2,603,908 2,556,884 514,917 83.2 69 



ｃ．商品 

ｄ．製品 

ｅ．原材料 

② 流動負債 

ａ．買掛金 

(3）【その他】 

 該当事項はありません。 

品目 金額（千円） 

サーバ 23,685 

切替器 6,281 

ＣＰＵ 4,077 

ケーブル 2,562 

その他 13,437 

合計 50,044 

品目 金額（千円） 

ＰＢコンピュータ 6,510 

合計 6,510 

品目 金額（千円） 

ＨＤＤ 13,985 

ＲＡＩＤ／ＤＩＳＫ ＡＲＲＡＹ 9,971 

ソフトウェア 7,519 

ケース 6,023 

メモリー 4,504 

その他 13,425 

合計 55,430 

相手先 金額（千円） 

菱洋エレクトロ（株） 96,378 

フリーク（株） 60,471 

富士通マイクロデバイス（株） 55,067 

（株）ＰＦＵ 39,876 

トランセンド・ジャパン（株） 38,032 

その他 291,528 

合計 581,354 



第６【提出会社の株式事務の概要】 

事業年度 ４月１日から３月31日まで 

定時株主総会 ６月中 

基準日 ３月31日 

株券の種類 １株券 10株券 

剰余金の配当の基準日 
９月30日 

３月31日 

１単元の株式数 － 

株式の名義書換え   

取扱場所 
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 

 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 証券代行部 

株主名簿管理人 
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 

 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 

取次所 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 全国各支店 

名義書換手数料 無料 

新券交付手数料 無料 

株券喪失登録に伴う手数料 
１．喪失登録  １件につき 10,000 円 

２．喪失登録株券  １枚につき 500 円 

公告掲載方法 

電子公告により行う。ただし電子公告によることができない事故その他

やむを得ない事由が生じたときは、日本経済新聞に掲載して行う。 

公告掲載URL 

http://www.plathome.co.jp/ 

株主に対する特典 該当事項はありません。 



第７【提出会社の参考情報】 

１【提出会社の親会社等の情報】 

   当社は、証券取引法第24条の７第１項に規定する親会社等はありません。 

２【その他の参考情報】 

   当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1）有価証券報告書及びその添付書類 

   事業年度（第14期）（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日）平成18年６月29日関東財務局長に提出 

(2）半期報告書 

    （第15期中）（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日）平成18年12月15日関東財務局長に提出 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独立監査人の監査報告書

    平成18年６月29日

ぷらっとホーム株式会社    

取締役会 御中    

  あずさ監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 潮来 克士  ㊞ 

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 寺田 昭仁  ㊞ 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているぷらっ

とホーム株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第14期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、

損益計算書、キャッシュ・フロー計算書、損失処理計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責

任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎とし

て行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての

財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、ぷらっと

ホーム株式会社の平成18年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及びキャッシュ・フ

ローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が財務諸表に添付する形で別途

保管しております。 



独立監査人の監査報告書

    平成19年６月28日

ぷらっとホーム株式会社    

取締役会 御中    

  あずさ監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 潮来 克士  ㊞ 

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 寺田 昭仁  ㊞ 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているぷらっ

とホーム株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第15期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、

損益計算書、株主資本等変動計算書、キャッシュ・フロー計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の

作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎とし

て行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての

財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、ぷらっと

ホーム株式会社の平成19年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及びキャッシュ・フ

ローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が財務諸表に添付する形で別途

保管しております。 
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